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｢大学eラーニングマネジメント(UeLM)モデル」を用いた

国内eラーニング事例の運営組織体制の分析↑

ノ

宮原俊之*1,*2．鈴木克明*2．大森不二雄*3
明治大学*'・熊本大学大学院*2．首都大学東京*3

高等教育においてeラーニングを効果的に活用するためには，組織的な支援体制が必要であ

り，高等教育機関の構造問題とeラーニングにおける問題点も考慮して,支援組織体制モデル(大

学eラーニングマネジメントモデル）を提案した．そして，この大学eラーニングマネジメント

モデルを比較軸として，国内のeラーニングを積極的に活用している6大学のその運営組織体制

を事例分析した．支援組織体制に不可欠な要素や機能(職能）の構成には，「大学の文化」と「学

習者の身分」を考慮することが必要であるなどを把握し，各大学の運営組織体制の特色および改

善点について抽出することができた．このことから，大学eラーニングマネジメントモデルの分

析ツールとしての有効性を確認した．

キーワード:eラーニング，教育支援，学習支援，組織設計，高等教育，教育評価

1．はじめに

高等教育は「教育（活動）の多様化」に対応するた

めに「教育改善(見直し)」を行うことが求められてい

る（文部科学省2005,2008a).これらを実現するため

には教育活動を構造化し役割分担を確実に行う必要が

ある．また，先にあげた中央教育審議会の答申の中で

は「双方向型の学習の展開が重要」とも指摘されてお

り，この両面を考慮したとき,eラーニングを活用し

た教育活動を効果的に実施することが一つの手段とな

ることが期待されていることは明らかである．
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本論文では,まず，「非同期分散自己学習のeラーニ

ング」（以下，単に「eラーニング」と表記）を活用し

た教育を行うために必要な支援組織体制モデル「大学

eラーニングマネジメントモデル」(University

e-LeamingManagementModel,以下,UeLMモデルと

表記）（宮原ほか2010)を紹介し，このモデルと国内

大学の事例を比較する．そして，各大学の運営組織体

制の特色を捉え，支援組織体制のあり方について考察

し，改善点があれば，それを明らかにする．これらの

ことをとおして,UeLMモデルが各大学の運営組織体

制の診断ツールとして有効であることを示す．

なお，事例分析にて，「支援組織体制」ではなく「運

営組織体制」としているのは，必ずしも事例分析対象

大学が「支援組織」として運営しているわけではない

ことを考慮してのことである．同様に,UeLMモデル

においては，専門家を「職能」と捉えているが，事例

分析対象大学が,運営組織体制に携る人を必ずしも｢専

門家｣や｢職能」として捉えていなことを考慮し，「支

援スタッフ」または，単に「スタッフjとした．

事例分析の対象としては，前述のとおり本研究の目

的が｢このモデルを診断ツールとしても活用できるか，

有効か」というところにあるため，国内の大学におい

てeラーニングによる授業展開を積極的にかつ大規模

に行っている大学から，国立･私立,通学制･通信制，
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営利大学・非営利大学のバランスを考えて協力を依頼

し，協力が得られた6校を検証の対象とした．具体的

には，熊本大学（大学院を含む)，青山学院大学(eラ

ーニング人材育成研究センター:Resear℃hcenterfor

e-LeamingProfessionalCompetency,以下,FeLPCO」

と表記)，早稲田大学（人間科学部eスクール，以下，

「eスクール」と表記)，信州大学（大学院工学系研究

科・情報工学専攻，以下，「インターネット大学院」と

表記)，ビジネスブレークスルー大学院大学,サイバー

大学である．また，関西大学にも協力を得ることがで

きたが，関西大学は,検証当時，「非同期分散自己学習

のeラーニング」を実施していなかったことから，今

回の検証結果に関西大学の内容を反映させていない．

2．大学eラーニングマネジメント(UeLM)モデル

先に述べた文部科学省中央教育審議会の答申だけで

なく，「日本の高等教育機関の構造問題」と「eラーニ

ング特有の問題｣を分析した研究(宮原2008)からも，

eラーニングを活用した教育活動（教育改革）を効果

的に実施するためには，教育活動を構造化し役割分担

すること（専門家の配置）が不可欠であることは明ら

かである．

このeラーニングの支援組織体制の確立を目指した

取り組みとしては，青山学院大学が発表した「eラー

ニング専門家5職種」（玉木2006）がある．その一方

で，「インストラクショナルデザインなどeラーニン

グ専門家のスキルなど個人に起因する問題よりもプロ

ジェクトマネジメントとしての課題が大きい」（合田

ほか2008)という指摘もある．

UeLMモデルは，これら我が国の大学におけるeラ

ーニング活用に向けての課題である「マネジメントの

不在｣や｢支援体制の不備｣の両方を解決するために，

表1に示す5点の実現を目指し策定し，実証検証をと

おして改良したものである．

UeLMモデルにおいて分化した機能となる専門家

（職能）は，コンテンツ制作時における教科教員に対

するワンストップサービスとしての「リエゾン｣，運用

時の学生に対するワンストップサービスとしての「ラ

ーニングコンシェルジュ｣,教員の手伝いをしながら学

生からの質問に答えたりする「チュータ｣，動機づけを

担う「メンタ｣，授業設計を行う「インストラクショナ

ルデザイナ｣，コンテンツ制作を実際に行う「コンテン

ツスペシャリスト｣,コンピュータートラブル全般に関

する質問に答える「ヘルプデスク｣，そして，モデル全

般の運営に対する一連の責務を担う「ラーニングシス

テムプロデューサ」であり，その配置は，図1のとお

りである．左側が運用に係わる部分，右側がコンテン

ツ制作に係わる部分である．

なお，このUeLMモデルは，宮原ほか(2010)によ

る2回の実証実験によって，「対面授業と同様の学習

効果は確保できていた｣，「専門家がそれぞれの職能に

特化した活動に集中できる体制が整い，またそれぞれ

の専門家間の協業体制が確立できた｣，「その恩恵を受

けて，教員負荷などのために困難であった教育活動を

取り入れることに成功し,授業内容の見直しを行えた｣，

「eラーニング特有のデメリットとしてよくあげられ

るコミュニケーションの希薄化などへの対応の糸口と

なった」ことが示され，現在，高等教育機関において

eラーニングを活用した授業が定着しない原因といわ

れている「マネジメントの不在，支援体制の不備」へ

の対応が可能なモデルとして有益な枠組みであること

が示唆されている．表1では，各項目のUeLMモデル

における実現方法についてもあわせて示した．

また,UeLMモデルは，本研究によって，各大学の

運営組織体制の診断ツールとして有効であることが示

されたが，これをもってすべての大学の運営体制のす

べての側面を診断可能だとは言いにくい．分析対象と

なった大学は，いずれもeラーニングの先進大学であ

り，予算や優秀な人材がふんだんに存在する状況下，

大学あるいは対象学部のeラーニング活用方針が明確

表1UeLMモデルによって実現した点

項番 項目 実現方法･意味

(ア） 規模の拡大に対応するスケーラビリティの確保 専門家がそれぞれの職能に特化した活動に集中でき，

(イ）
eラーニング専門家に過重負荷をかけず,専門家が専門

分野を確実に機能させることを可能とする仕組みを構築

それぞれの専門家間の協業体制が確立できたUeLMモ

デル全体

(ウ） 学生･教員へのワンストップサービスの実現 ラーニングコンシェルジュおよびリエゾンの配霞

(エ） コミュニケーションループの確保 狩斐l卜圭いの左い捨錘誇蒲鍵盤(生印)の宝頚

(オ） 教員の権威的地位に負けない組織作り
戦略的に職能を分化し,最低限必要な職能(専門家)に

よるチームとして,運用を行う組織にしているところ
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図1UeLMモデル

である事例である．本モデルが示している専門家職種

は，あくまで機能として設定したものであり，小規模

大学でこれからeラーニングの本格運用を始めようと

しているケース等では，実際には複数の職種を兼務す

る人材がいても問題のないケースも想定できる．モデ

ルの粒度や他の要因を加味して，モデルそのものも妥

当性，活用可能性を高める必要がある．

さらに，本モデルを用いた診断によって必要な改善

点（なにが不足しているかなど）を明らかにすること

ができた場合でも，そこに対して直接的にどのように

体制を変更するべきかを示唆することまではできない．

各大学の特徴を把握する必要があり,UeLMモデルの

派生モデルを生成することで解決する可能性があるが，

診断結果に各大学の特徴を加味して改善の方向性を示

唆したり，新しくeラーニングを始める段階での指針

を提案するような，いわゆる処方ツールとしても活用

できるようにすることは，今後の課題となる．

本論文中に掲載する運営組織体制図はリッチピクチ

ャーを用いているが，吹き出しコメントが多く･体制自

体が把握しづらい図については，吹き出しコメントを

--.部省略している．また，次の2点：(1)コンテンツ制

作のマネジメントをリエゾンに，コンテンツ制作の実

務面のマネジメントをインストラクショナルデザイナ

にした点,(2)学生からのアクションに対する対､応につ

いては，専門家間で情報共有できる仕組みを作って対

応することとし，授業内容をサポートする専門家（チ

ュータ)からの直接回答を組み込むことにした点一

については,1回目の実証実験の結果をもとに改良し，

2回目の実証実験でその効果を確認している（宮原ほ

か2010)ものであり，かつ,UeLMモデルの特徴的な

部分でもあるため，実線の丸で囲っている．

リッチピクチャーとは「状況の構造・過程・関係・

論点を絵や図表に表現したもの｣であり，「深い洞察と

豊富な情報を得ることができ，何を問題意識として持

っているかということを，より深く，多面的に捉える

ことが可能になる」（妹尾ほか2000）手法である．吹

き出しコメントには,それぞれのアクター(ここでは，

専門家や職能や支援スタッフのこと）の行うべき内容

やアクター間での情報流通に関することについて記載

することが決まりである．

3，国内事例調査と分析

3．1．調査方法と分析方法

調査は，調査対･象の6大学において,eラーニング

を活用した教育活動の導入または運営に深く係わって

いる担当者に対し，「eラーニングを活用した教育活

Vol.35,No.1(2011) 3
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表2主なインタビュー項目 動（コンテンツ制作や運用）をどのような体制で運営

しているか」などの項目について，2007年夏から2008

年夏頃にかけて対面によるインタビュー形式で実施し

た．主なインタビュー項目を表2に示す．

分析は，調査結果から各大学の運営組織体制につい

てリッチピクチャーを作成し，各大学にその結果の妥

当性についての確認を得たのち，このリッチピクチャ

ーとUeLMモデルのリッチピクチャーを比較した．具

体的には，まずUeLMモデルの専門家にあたる「支援

スタッフ」の存在有無をチェックし，その特色をまと

めた（表3参照)．表3の上段は,UeLMモデルの職能

に該当する支援スタッフがいた場合に，その名称を記

入することとした．この時，表1に示した（ア）から

（オ）の点のうち，ここでは，主に（イ）と（エ）を

検証し,補助的に（ウ）を加えた．また，（ア）と（オ）

についての分析結果は，本章第2節から第7節でも考

察した．このような調査・分析を目的としたため，学

生からのインタビューは行っていない．

なお，リッチピクチャーの吹き出しコメントは，イ

ンタビューに基づき，著者がまとめたものであり，各

大学の名称の後ろに記載されている日付は，インタビ

ュー実施年月である．

表3主な支援機能比較

日本教育エ学会論文誌（ん".J.B敬ﾉc.Tec力"ol.)4
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基
本
項
目

eラーニングを活用した授業の科目数

eラーニングを活用した授業担当教員数

eラーニングを活用した授業の履修学生総数

eラーニングを活用した授菜の単位取得率

eラーニングコンテンツの内容,特徴

組
織
体
制

全体マネジメントについて

コンテン

ツ制作に

おける体

制

教員をサポートするスタッフはいますか？

教材作成のサポートはありますか？

授業設計に関するサポートはありますか？

著作権に関するサポートはありますか？

コンテンツ制作のワークフローについて

特徴的なスタッフはいますか？

現体制において効果の表れている点は？

諜題と認職している点は？

教科教員以外の教員が携わっていますか？

授業運用

における

体制

教員をサポートするスタッフはいますか？

学生からの質問に対するワークフローは？

学生のﾒﾝﾀﾙ面をケアするｽﾀｯﾌはいますか？

特徴的なスタッフはいますか？

現体制において効果の表れている点は？

課題と鯉識している点は？

教科教員以外の教員が携わっていますか？

(※)各項目においては,その人数と雇用形態,名称について

も質問している

UeLMモデル
熊本大学
(大学院）

熊本大学
(情報基礎科目）

青山学院大学
(eLPCO)

早稲田大学
(eスクール）

信州大学(ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ大学院）

ジﾈｽ1,-ｸｽﾙー

大学院大学
サイバー大学

ﾘエゾン 管理担当教員 管理担当教員 ■■■■ 一 (包括サポート） 一 ー

インストラクショ

ナルデザイナ
インストラクショナ
ルデザイナ

インストラク
ルデザイナ

ショナ ｲンストラクショナル
デザイナ

ー ■■■■ 一

インストラクショナ

ルデザイナ

ｺンテンツ

スペシャリスト

制作 ｺﾝﾃﾝﾂ制作
チーム

コンテンツ

スペシャリスト

ｺﾝﾃﾝﾂ制作
チーム

ﾝﾂ制作 ﾝﾂ制作
スト

チュータ ー TA

ﾒﾝﾀ，
インストラクショナル
デザイナ

教育ｺｰﾁ ー TA ﾒﾝﾀ

l■■■

フ ング

ｺンシェルジュ
教科教員

TAまたは

教科教員
ﾒンタ 一 ー q ■ ■ ■ ー

ﾒンタ 一 一 ﾒﾝﾀ 学生サポート 指導(担任)教員 教務課
学生サポート

センタ

ﾗーニガ
ム

ユー

、

サ

‐シヤ

担当 が
マネージャ
管理担当教員が
兼務の場合あり

ラーニングシステム

ブロデューサ，
インストラクショナル
デザイナ

事務運営担当 管理担当教員 教務課 ー

ヘルプデスク システム管理担当 システム管理担当 ｼｽﾃﾑグループ ヘルプデスク ｼｽﾃﾑ管理担当
テクニカル

サポート

ヘルプデスク，

システムサポート
センタ

特色

eラーニングの専
門家教員陣が直
接学習指導にあた
っている.インスト

ラクショナルデザイ
ナもその機構から
の支援による．

コンテンッの制作

には,⑧ラーニング
推進機構の専門
家教員による協力
がある.運営は,T
Aを支援ｽﾀｯﾌに
加えて多数の学生
に対応している．

学生に対しては‘メ

ンタがワンストッブ
サービスを提供して
いる.制作も運用も
インストラクショナル
デザイナが中心．
UaLMモデルの基
礎．

制作も運用も事務
運営担当が中心．
e学部のため,さ
まざま支援が必要
となり,コミュニケ
ーションループの
硫保を重要視して
いる．

運用に関しては，
教員職員を交えて
包括的サポート体
制をとり，質問等
に最初に気がつい
た担当者が処理す
る．

制作も運用も,教

務課が中心.特に
声掛け等の働きか
けは,学習者の特
質で,相手の立場
を考慮する必要が
あり,教務課が担
当している．

学生や教員に対す
るワンストップサー
ビスよりも,その中
のコミュニケーショ

ンループを重要視
している．

単位等取得率
大学院:6い90％
(以上）

情報基礎科目：
95％以上(98％前
後）

単位内:70-80%

単位外:約20%

約80%
(参考:4年で卒
粟:40%)

60-70%

(参考：2年で修
了:約25％）

(参考:2年で修了：
約70%.5年で修
了:約90%)

サイバー大学と同
レペルの通学制大
学よりも高い

データ収録日 2”7年度前期終了 2007年度前期終了 2007年度前期終了 2”6年度終了 2㈹8年度前期終了 2008年度前期終了 2”8年度前期終了
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本章2節から7節では，各大学の調査結果および特

徴，明らかになった課題を，表3に沿って説明する．

3．2．熊本大学，熊本大学大学院（2007年9月）

熊本大学におけるeラーニング推進・支援体制の確

立を担っているeラーニング推進機構において，運営

組織体制の中核を担っている管理担当教員にインタビ

ューを行い,表4，図2および図3を作成した.なお，

図2および図3の点線は，複数存在することを示す．

特徴としては>eラーニング推進機構という全学的

な機関が設置されていることであるが，この機構の中

核であるeラーニング推進室と授業設計を行うインス

トラクショナルデザインチームを別グループとしてい

ることが，この機構の狙いを明確に表している．それ

はieラーニングやインストラクショナルデザインを

部分導入しやすくすることで，全学的な教育改革を展

開する環境を作り出していることである(UeLMモデ

ルにおけるスケーラビリティの確保)．

具体的な支援スタッフで見たとき，図2，図3から

明らかなようにコンテンツ制作時の教科教員に対する

ワンストップサービスとして管理担当教員が配置され

ている(UeLMモデルにおけるリエゾン)が，同時に，

運用時におけるコントロールも担っている(UeLMモ

デルにおけるラーニングシステムプロデューサ).これ

は，全体をマネジメントしやすくなるほか，安心感や

信頼性が生まれ，学内への理解・展開を促進するとい

う効果はあるが，複数のコンテンツが同時に動いた場

合に，科目管理担当教員への負荷が高くなり，機能不

全に陥る可能性がある．すでに，対策として「管理担

当『職員』の育成を急いでいる」（管理担当教員）との

ことであったが,教員と職員の立場の差を考慮しつつ，

確実に実施することが重要である(UeLMモデルにお

表4運営組織体制（熊本大学）

スタッフ 人数

教科教員 47名

管理担当教員 1名

管理担当(見習い） 1名

コンテンツ制作チーム 10名

インストラクショナル

デザインチーム
4～6名

著作権処理チーム 4～6名

マネージャ 1名

ﾒンタ 0名

TA 160名以上

システム管理担当 4～6名

担当者

大学

情報

院:37名

基礎科目:10名

専任教員

専任技術職員

非常勤職員亘大学院生

同一機構内別グループ

(教員）

同一機構内別グループ

(教員）

管理担当教員兼務

設置予定

大学院生(情報科目のみ）

同一機構内別グループ ’

図2熊本大学大学院

Vol.35,No.1(2011) 5
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図3熊本大学（情報基礎科目）

ける教員の権威的地位に負けない組織作り)．

他の特徴としては，特に大学院において，学生から

の質問を直接教科･教員が受けていることがある

(UeLMモデルにおけるラーニングコンシェルジュ).

eラーニングの場合，教員は負担が増えることを懸念

して，このような体制を嫌うことが多いが，学生にと

っては，教員が学生一人ひとりの質問に答えてくれる

ことは大きな動機付けになる（宮原2008)．学部生に

対しては,TAを教員のサポートにあたらせ(UeLMモ

デルにおけるチュータ),多数の学生への対応を行って

いる．これば，難易度が高く学生数の少ない大学院生

は教員が直接対応し，難易度が比較的低く受講生の多

い学部の授業はTAを活用しているという，バランス

を考えた運営組織体制と見ることができる．

課題としては，先にも述べたこの運営組織体制の中

核である「管理担当教員」への依存の強さである．先

程は，その「負荷」を理由に挙げたが，人の動きの激

しい大学組織では「依存」も課題となる．インタビュ

ー時の担当教員はeラーニングに関する専門知識等が

十分あり問題はないが，「担当教員が替わったらどう

なのか，誰でも同じようにできるのか」などを常に考

えておく必要がある．特に，制作側の窓口になる担当

者(UeLMモデルにおけるリエゾン）は，「ここまでe

6

ラーニングに関する専門知識を持っていなければなら

ない」など前提条件などを設ける必要がある．

eラーニング推進機構をもちeラーニングの専門家

が集まっている熊本大学であっても「負荷｣，「依存」

という課題を解決するための育成・整備は簡単にはで

きない部分ではあるが，熊本大学には.eラーニング

の専門家を育成する大学院もあり，環境が整いつつあ

ると考えられる．結果として，このような機構の設立

は,UeLMモデルを促進するための重要なキーポイン

トになる可能‘性があるため,eラーニング推進機構の

今後の展開を注視する必要がある．

3.3．青山学院大学eLPCO(2007年10月）

eLPCOに所属する客員研究員にインタビューを行

い，運営組織体制について表5，図4を作成した．

青山学院大学では,eLPCOの設立以前からeラーニ

ングの効果的な活用方法について研究を続けており，

eLPCO設置後は,機能分化した組織体制を提唱し，専

門家を養成する科目を設置するなど，積極的な活動を

行っている(UeLMモデルにおける教員の権威的地位

に負けない組織作り).UeLMモデルは，このeLPCO

が発表したeラーニング専門家5職種を先行研究とし，

「高等教育機関において大規膜に効果的に動かすため

にはどのような体制をとるべきか」を追求した研究成

日本教育工学会論文誌（〃"．j過敏ﾉc.Tec力"OA）
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果として策定したため，共通点は多い．先にも述べた

が，機能分化した支援内容を担当できる専門家を自ら

育成することで，専門家の質の維持を図っていること

は特徴的である．

運営組織としての特徴は,図4から明らかなように，

インストラクショナルデザイナをその中心に配置して

いる(UeLMモデルにおけるインストラクショナルデ

ザイナ，ラーニングシステムプロデューサおよびチュ

表5運営組織体制（青山学院大学eLPCO)
専門家 人数 担当者

教科教員 16名十a
eLPCO科目担当教員,語学系

教員

インストラクショナ

ルデザイナ
9名

研究員3名，助手1名，アルバ

イト1名，大学院生4名

コンテンッスペシ

ヤリスト
3名 アルバイト3名

知的財産相当 1名 研究員

ラーニングシステ

ムプロデューサ
5名 研究員3名，大学院生2名

研究員4名，助手1名，

ﾒンタ 17名 育成プログラム修了者(学部.

大学院生):12名

システムグループ －

既存組織利用

－タ）点である．さらに，コンテンツ制作を担当した

科目の運用面でのマネジメントを同じインストラクシ

ョナルデザイナが担当している．このことより，コン

テンツ制作・運用と一貫したeラーニング運営を実施

することが可能となるほか，組織としても効率化を図

ることができる．一方で，表5からもわかるとおり，

インストラクショナルデザイナが短期間で代わる可能

性を含んでおり，個々のインストラクショナルデザイ

ナに対する高依存は大きなリスクとなる(TUeLMモデ

ルにおけるコミュニケーションループjの不在)．

この課題への対応方法の一つに，相当数の専任のイ

ンストラクショナルデザイナを確保することが考えら

れるが，日本において，専門家としてのインストラク

ショナルデザイナの人材は不足しており，また，その

認知度は低い（吉田ほか2005)。そのため,cラーニ

ング専門家の育成を行っているeLPCOを持ってして

も困難が伴う．別の方法として「教員や職員にインス

トラクショナルデザインの知識を修得してもらえばよ

い」という案が考えられるが，教科教員にインストラ

クショナルデザイナの知識も学んでもらうことは，教

員に負荷増を求めることになるため，理解を得られる

可能‘性は少ない(TUeLMモデルにおけるスケーラビリ

テイの確保｣の不在につながる)．これらの点を考えた

図4青山学院大学eLPCO
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時,UeLMモデルは機能を分化しインストラクショナ

ルデザイナは，コンテンツ制作時にその専門性を発揮

できる組織体制としていることから，その優位'性を確

認できるところである．

他の専門家の配置については，先に述べたとおり

UeLMモデルのベースになっているため，名称は異な

っていても，その配置には共通'性も多く，たとえば，

「メンタは，学習者に対するワンストップサービスを

実現している」（客員研究員）などである．

3．4．早稲田大学eスクール(2007年10月）

eスクールの事務運営を統括する立場の方にインタ

ビューを行い，運営組織体制について表6，図5を作

成した．

早稲田大学は，以前からeラーニングを活用して大

学連携などを推し進めてきたが，通信制の人間科学部

eスクールは>eラーニングを活用した教育を全面的

に押し出している.通信制といっても従来のように｢出

願＝入学」ではなく，授業料を通学制と同じにする代

わりに定員を絞り，通学制と同じ品質（レベル）の教

育を行うことを特徴としている．実際に専任教員は全

員通学制との兼務となっているほか，学生に対する学

習支援にも力をいれている．

eスクールは，先に見てきた事例（熊本大学と青山

学院大学）とは違い通信制であることから，学生生活

’

の細かいところまでサポートする必要がある．「この

部分を考慮し運営組織体制を構成している」（事務運

営統括者）ため，図5のとおり，中核として「事務運

営担当」が配置されている(UeLMモデルにおけるラ

ーニングシステムプロデューサ)．また，この事務運営

担当が，コンテンツ制作と運用とすべてのマネジメン

トを行っていることもわかる．大学の学部事務の体制

として見る場合は，違和感はない

一方で,eラーニングという教育方法の特性を考え

たとき，学生から（または学生への）ルートが複数に

分かれていることは,学生の負荷を大きくし,さらに，

コミュニケーションがどこかで途絶えても把握しづら

表6運営組織体制（早稲田大学eスクール）

スタッフ 人数 担当者

教科教員 約80名 人間科学部(通学)と兼務

大学職員(管理職）

事務運営 5名 業務委託(早稲田大学子

会社）

コンテンツ制作チーム 6名
業務委託(早稲田大学子

会社等）

教育ｺーチ 110名以上
修士号取得者(早稲田大

学子会社が管理）

学生サポート 約20名 学生担当教員と教育ｺーチ

ヘルブデスク 一 全学組織利用

8

図5早稲田大学eスクール
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い面を持っている(fUeLMモデルにおけるラーニング

コンシェルジュ」の不在)．このコミュニケーションの

課題については，各支援スタッフが事務運営担当に対

してルートを持っていることからわかるように，事務

運営担当がその情報流通をチェックしていることで解

消している(UeLMモデルにおけるコミュニケーショ

ンループの確保)．実際,単位取得率80%という高い値

を出していることから考えてみても，組織が活性化し

良い状態を保っていることは明らかである.ただ，「教

育コーチの数が多くなり，把握しづらくなってきた」

（事務運営統括者）という，規模が大きくなることに

起因した課題が発生してきている.UeLMモデルのよ

うに大規模な運用も踏まえて運営組織を構成すること

が必要であることがわかる(UeLMモデルにおけるス

ケーラピリティの確保)．

いずれにしても，この運営組織体制が機能するかど

うかは，事務運営担当によるところが大きいが，この

事務運営担当に大きな特徴がある．それは，この事務

運営担当を始め，支援に携わるスタッフのほとんどが

大学の子会社(株式会社)に所属していることである．

これにより，大学ではできない業務を遂行するだけで

なく，大学に難しい「雇用」を迫る必要もなくなり，

柔軟な体制を組むことが可能となる．また，株式会社

ではあるが，大学の子会社であり，大学の文化が入っ

た会社であるから，教員と業者によるトラブルも発生

しづらく，ノウハウの蓄積も可能である(UeLMモデ

ルにおける教員の権威的地位に負けない組織作り).こ

の点は，運営組織体制の評価にも好影響を与える．

もう一つ，ここまで見てきた運営組織体制と大きな

違いは，インストラクショナルデザイナが配置されて

いないことである．コンテンツの品質が心配されると

ころであるが，教科教員が自分のコンテンツを他の教

員に見せ意見を出し合うFD的な会議を行ってきたこ

とで，今ではj実質，どの教員もインストラクショナ

ルデザイン的な考え方が身についてきた（早稲田大学

人間科学部2007）とのことである．もし，これが他の

大学においても実現できるのであれば，インストラク

ショナルデザイナの人材難については，解決できる可

能性がある．また，通学制の担当教員がeスクールの

担当をしていることから，その考え方は，通学制向け

の教材にも生かせることができ，今後大きな効果を生

む可能性が出てくる．

運営組織体制をどのように策定するかによって，大

きな範囲で，多くの効果・影響を与えている事例であ

Vol.35,No.1(2011)

る．ただし，インストラクショナルデザインの理論的

な知職習得は体験型だけではできないため，本当の意

味での専門家ではないことを確認しておく必要がある．

3.5．信州大学インターネット大学院(2008年8月）

インターネット大学院の運営組織体制の中核を担っ

ている管理担当教員にインタビューを行い，運営組織

体制について表7，図6を作成した．

信州大学のインターネット大学院とは，通学制大学

院のカリキュラムにeラーニング科目を設け，そのe

ラーニング科目だけを受講することでも修了すること

ができる大学院である．取組みを始めた当初はコンテ

ンツ制作が中心であったが，ここ数年コンテンツが充

実してくることと並行して学習支援にも積極的に取組

んでいる．

運営組織として特徴的なのは，「包括的サポート｣と

いう，教科教員，指導教員（いわゆる担任)，管理担当

教員，事務運営担当，システム担当教員が，各種質問

事項を共有化し，自分の担当分野または最初に気がつ

いた担当者が学習者に対して回答することを実践して

いることである(UeLMモデルにおける教員の権威的

地位に負けない組織作り)．そして,個人情報などが関

係しない限りは，すべてオープンな掲示板などを活用

して質疑をおこなっている.また，「社会人学生であっ

ても一緒に学習計画を作成するようにしている」（管

理担当教員）ことも特徴的である．

この学習支援方法からは,学習者に対してのサポー

トについて「ICT技術を活用して人と人との繋がりを

考慮した方法を常に考えている」（管理担当教員)とい

うことが伝わってくる．また，学習者に対するワンス

トップサービスを，掲示板を活用して行っていると見

ることができる一方で，掲示板への書き込みに慣れな

い学習者にとっては，抵抗感などが起こる可能性もあ

り，その場合，自分で切り分けをしたのち，個別にメ

ールなどで質問をすることが必要となり，学習者に対

表7運営組織体制（信州大学）

スタッフ 人数 担当者

教科教員 約10名

管理担当教員 1名 専任教員

コンテンツ制作チーム 3名 大学院生

指導(担任)教員
エ学系研究科情報工学

専攻教員で持ち回り
専任教員

事務運営担当 1名 契約職員

システム管理担当 1名十a 専任教員

9
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8

図6信州大学インターネット大学院

して負荷がかかることになる(TUcLMモデルにおける

ラーニングコンシェルジュ」の不在,TUcLMモデルに

おけるスケーラピリデイの確保」の不在)．さらに，掲

示板活用によって，学習者，教員，支援スタッフの情

報の共有は進むが，掲示板に書かれた内容に対しての

回答責任が支援スタッフによって一定とはならないた

め，その程度によって，放置されてしまう書き込みな

どが発生する危険ﾉ性も考えられる(TUeLMモデルにお

けるコミュニケーションループ」の不在)．

コンテンツ制作については，教員がWordで作成し

た教材素材や絵コンテなどでイメージを包括サポート

に伝えると，完成まで，ほぼやり取りなしに進めても

らうことができるため，イメージが合わなくなるとい

う危険性はあるものの，制作負荷は確実に軽くなって

いる．この包括サポートは一見，教員に対するワンス

トップサービス(UeLMモデルにおけるリエゾン）と

みることができるが，機能が明確に分かれていないた

め，包括ザポートの中でのマネジメントに依存する可

能性が高い．それでも，文字やアニメーションの教材

だけでなく，実験などの演習科目にもeラーニングに

よる授業実施ができるのは，このような機動的な体制

によるところが大きい．これは，常に「教育効果の上

がる教材と学習サポートから教育の質を維持できない

か」（管理担当教員）を意識し,支援組織を運営してい

10

るからできる部分でもある．

「今後，運営組織体制の；「今後，運営組織体制の評価を行う予定だが，学習

者の個々の差が激しくて，簡単には評価できそうにな

い」（管理担当教員）とのことであったが,本研究のよ

うにUeLMモデルを活用し比較することで，その機能

分化を行い，職能を明らかにすることで評価すること

は可能である．

3.6．ビジネスブレークスルー大学院大学(2008年

8月）

副学長と学習支援体制を熟知しているeラーニング

システムの開発者にインタビューを行い，運営組織体

制について表8，図7を作成した．

この大学院大学は，他の事例と大きく異なる部分が

ある．それは，株式会社によるインターネット大学院

表8運営組織体制（ビジネスプレークスルー）

スタッフ 人数 当者

教科教員 37名 内兼任教員3名

教務課 8名 専任職員

コンテンツ制作ﾁーム 10名 専任職員(他と兼務）

事務局 5名 専任職員

アシスタント 47名 派遣(1科目に一人）

TA 50名以上 非常勤職員

テクニカルサポート ー 他部署(既存組織）

日本教育工学会論文誌（､わ".J.EdLﾉc.Tech"“）
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図7ビジネスブレークスルー大学院大学

大学という点である．そのため，効率を求めるという

理由から機能分化は進んでいる(UeLMモデルにおけ

る教員の権威的地位に負けない組織作り)．また,支援

に手間をかけない方法も検討，導入しているが，「質」

についても株式会社である「強み」（後述する）を生か

して確保するようにしている．

運営体制の特徴とも密接に関係するこのことは，コ

ンテンツ制作の場面でよく表れている．教科教員に他

の著作物を入れないよう教材を作成してもらうことは，

一見，著作権処理における「支援がない」ことのよう

に考えるが，ビジネスブレークスルー大学院大学の場

合，この教材作成に際して，関連会社の総合研究所が

素材のデータ提供などの支援をし，そのことで，常に

新しい情報や正確な情報，通常では手にできないデー

タなどを提供することを行っており，大きな「支援」

となっている．これが株式会社の「強み」の一つでも

ある．

また，その教材と教科･教員の識義動画を組み合わせ

てコンテンツを制作している点もなんら新しいことで

はないが，教科教員による講義収録は，その科目の内

容に強いアシスタントを参加させ，教員と対話を行い

ながら講義を進めていくというような工夫を行ってい

る．たとえば，難しかったり飽きてしまいそうなタイ

ミングで，アシスタントが教員に質問を行ったりする

Vol.35,No.J(2011)

ことで，最後まで学生が授業についていけるようにし

ている．これは「質」保証の観点からも参考になる取

り組みといえる、また，教員は他の教員のコンテンツ

も随時閲覧することができるようになっており,FD

をとおした「質の確保」も意識している．

一方,学習者に対する支援となると，「学生に社会的

な地位が高い人が多く，学習者支援に対する気配りに

かなり神経を使っている」（副学長）という理由から，

あまり大学･側から働きかけることはしていない．確か

に，高校卒業後，すぐに入学してきた大学生向けの動

機づけである「励まし」は，自己制御能力があるとい

われている社会人に対しては，逆影響になる可能性が

ある．

このこともあり，一つの事務部署（全学機関のイメ

ージ）に運営を集中させることが可能となっているほ

か,TAは教員の運営支援に徹している(UeLMモデル

におけるチュータ)．学習者は，質問などを行う場合，

自分でどこに対して行うのか考える必要があるが，先

述したとおり，学習者は，それに足りうる能力を有し

ていることから，大きな課題とはならない．また，図

7からは，中核にある事務部署に負担がかかるように

見えるが，今回の学習者に対する支援体制の必要な機

能，そして，早稲田大学eスクールの事例においても

述べたとおり，一般的な大学事務部署という位置づけ

11
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であれば,この点が,ボトルネックとなることはない．

これらのことは同時に，支援組織体制とは，学習者

のタイプによっても柔軟に変更し，その有効性を発揮

する必要があることを示している(UeLMモデルにお

けるスケーラビリテイの確保)．

3．7．サイバー大学（2008年10月）

運営組織体制の中核を担っている管理担当教員にイ

ンタビューを行い，運営組織体制について表9，図8

を作成した。

サイバー大学は，先の事例であるピジネスブレーク

スルー大学院大学|司様，株式会社のインターネッ1､大

学であるが，授業以外の一般事務，学生生活支援，キ

ャリア支援などもインターネットを介して行っている

ことから，早稲田大学のeスクールに近い．ただし，

サイバー大学は，図8のとおりeスクールと違い,e

ラーニング授業に対して事務体制とは切り離した学習

支援体制をとっている．

この運営組織体制の特徴としては，ビジネスブレー

クスルー大学院大学と同じように株式会社の特徴でも

ある機能の細分化を行っているところである．加えて

教柑･制作においては，いずれは無人収録による制作を

実現することを念頭においており，効率化による経費

削減は常に考えられている.UeLMモデル同様，機能

を分化することにより，学習支援体制を柔軟に変化さ

せることができるようになる一方で，兼務スタッフの

業務の．切り分けが難しくなる問題も出てきており，こ

の点においては，機能分化という点から再度，見直す

必要がある(lUeLMモデルにおけるスケーラビリテイ

の確保｣の不在;,TUeLMモデルにおけるeラーニング

専門家に過重負荷をかけず，専門家が専門分野を確実

に機能させることを可能とする仕組みを構築｣の不在)．

また，「どのようなメンタリングが効果を上げるか

検討している」「科目横断的な支援を行うにはどのよ

うにしたらよいか考えている」（管理担当教員)からわ

かるように，ワンストップサービスよりもコミュニケ

表9運営組織体制（サイバー大学）

スタッフ 人数 担当者

専任:43名

教科教員 助手:7名

非常勤:59名

ｲンストラクショナルデザイナ 4名 専任教員

アシスタントインストラクショ

ナルデザイナ(AIDer)
8名(助手:4名）

助手

業務委託

コンテンツスペシャリスト 4名／1科目 業務委託

ﾒンタ 73名 大学院生以上

学生サポートセンタ 4名 専任職員

ヘルプデスク

システムサポートセンタ
6名 専任職員

12

図8サイバー大学
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－ションループを重要視している．このことは，教科

教員や学習者の孤立化を防ぐことにはなる．ただし，

ここまでも何度か述べてきたとおり，学習者自身が行

う作業が増えることは避けられず，学部生が対象とい

うことを考慮して検討していくことが必要である

(FUeLMモデルにおけるラーニングコンシェルジュ」

の不在)．

さらに，現在，科目にとって，コンテンツ制作と運

用との接点は，教科教員だけであり，支援スタッフの

情報共有についても注意することが重要である

(UeLMモデルにおけるコミュニケーションループの

確保,TUeLMモデルにおける教員の権威的地位に負

けない組織作り」の不在の危険性)．

サイバー大学の事例では,UeLMモデルを発展させ

るにあたり特筆すぺき点があったので，述ぺておく．

それは，コンテンツの評価体制の確立である.UeLM

モデルにおいても評価体制にはまだ踏み込めていない

が，サイバー大学では，学習支援体制とは別に，コン

テンツの評価体制も確立している．インストラクショ

ナルデザイナと教科教員によるチェックのほかに，学

部生レビュー，大学院生レビュー，専門家レビューを

設けている(FUeLMモデルにおける教員の権威的地位

に負けない組織作り」への期待)．この妥当性やさらな

る効果的な評価体制については，今後の課題として

UeLMモデルにも取り入れる必要性を理解していると

ころである．

4．機能（職能）の比較と特徴の比較

第3章で各大学の運営組織体制とその特徴について，

調査結果からリッチピクチャーを作成し,UeLMモデ

ルと比較することでまとめ(表3参照)，その詳細の説

明を行ってきた．本章では，表3に加えて,UeLMモ

デルの特徴である：(1)教員外スタッフ中心（オ)，（2）

集約タイプ（ワンストップを含む）（ウ)，(3)コミュニ

ケーションループ（エ)－について，各大学の運営

組織体制に該当する部分が存在するかという点につい

て分析を行った（表10参照)．なお，ここでUeLMの

特徴として挙げた3点の後ろの記号は，表1で示した

「UeLMモデルによって実現した点」の項番を示して

いる．ここで出てこない，表1の項番（ア）と（イ）

表10特徴の比較

UeLMモデル

教員外スタッ
フ中心

集約ﾀｲﾌ゚
(ワンストップ
を含む）

ニケー
ループ

効果.メリット

大学屍／学部
⑧大今自院／⑧学部

キャンパス

社会人比率

多様性への対応

多様性への対応
／教員･学生へ
のサービス向上

情報流通経路確
保による質の保
証,確保,確腿

Vol.35,No.1(2011)

照本大学

大学院
×

○

高
×

eラーニング推
進樋構がバック
アップしており，
⑧ラーニングの
専門教員が直
接学習指導に
あたっている

○

×

管理担当教員
とマネージャ
が.常に目を光
らせて情報の
滞留がないか
チェックしてい

るが,この二人
が同一人物で
あることが負荷
リスクを含んで
いる

繍本大学

学部
×

0

低

0

0

×

管理担当教員
とマネージャ
が，常に目を
光らせて情報
の滞留がない
かチェックして

いるが，この
二人が同一人
物であること
が負荷リスク
を含んでいる

青山学院
(eLPCO)

学部
×

0

低

0

○

×

大学

運営はインスト

ラクショナルデ
ザイナが中心
となり,すべて
の内容を把握
できるようして
いるが，依存
度が高くなりす
ぎるとリスクに
なる

早稲田大学
(⑧スクール）

学部

0

△ ｡

中

O

b

×

コミュニケーシ

ョンループを優
先し，ワンスト
ップサービスを
実施しない代
わりに,事務運
営担当を中央
に位置し,フォ
ローさせている

0

信州大学(ｲﾝﾀ
-ﾈｯﾄ大学院）

大学院
0

0

高

△

教員と教員外
ｽﾀｯﾌが協働
で包括的サポ
ート体制を構
成している

△

掲示版を利用
すれば包括サ
ポートへはアク
セスできるよう
にしている

×

掲示版を利用
しているため見
落としが発生
する危険性が
ある

ジﾈｽﾚー ｸｽﾙ

-大学院大学
大学院
○
×

高

0

△

教務腺を運営
の中心に据
え，ワンストッ
プサービスは
実現していな
いが.サポート
の集約化を行
っている

×

学生間はほぼ
社会人である
ため,学校から
の直接的な支
援は必要ない
ため

サイパー大学

学部
○
×

中
△

基本的には教
員外のスタッフ
がサポートの
中心だが，学
生対応につい
ては教員への
依存度力塙い

×

制作では教員
が運用では学
生が，自分で
切り分けて問
い合わせてい
る

O、
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については，3つの点すべてに含まれる内容のため表

記を省略した．

まず，表3の各大学の単位取得率からは，従来の学

習支援がほとんどない通信教育による授業展開の時よ

りも，はるかに学習効果は高いと推察できる（学校基

本調査の大学通信教育卒業者数より推察：卒業率10数

パーセント程度）（文部科学省2008b).この点だけで

も,eラーニングを展開するときに組織的な支援体制

が必要であることは明らかである．次にそれぞれの運

営組織体制の違いから傾向を見てみる．2つの表の結

果からわかることに「大学の文化の違い」が挙げられ

る．表3では，同じ結果であった大学同士でも表10で

は異なる場合が多い.これは，「機能としては持ってい

るが組織の中での位置づけが異なる」ことを示してお

り，各大学の文化によって，その機能の活かし方に差

がでているとみることができる．

その一方で，表3において，同じ結果であった大学

同士は，同分類とすることが可能であることも示され

た．たとえば，信州大学とビジネスプレークスルー大

学院大学は,支援機能比較の結果がほぼ同じであるが，

「大学院であること」が共通することに挙げられる．

大学院は，学習者が自発的なモチベーションを持って

いることが多く，また必要な時に必要な情報を自分か

ら手に入れることができる能力が備わっていることが

特徴であるため，表3において近い結果となった．逆

に考えた場合，学部生はその能力がまだ備わっていな

いということであるから，その点について支援する必

要があることがわかる．

早稲田大学(eスクール）とサイバー大学も表3の

傾向が似ているが，これは，学部教育をeラーニング

のみで行っていることに共通点がある．一般的に，こ

のような大学の場合，授業と学生生活の支援体制の関

係から集約タイプから逸脱する傾向が高くなる．そし

て，別々に情報管理されることになるために，なにか

問題が起こった時の対応が遅れる場合があるが，この

2校は，その点をフォローするべく，コミュニケーシ

ョンループを大事に考えているため，情報流通は停滞

せず，このような問題は起こっていない．ただし，そ

の危険性への対策は考える必要がある．ワンストップ

サービスの機能が,実は，情報の一元管理にも一役買

っていることは，この事例からよくわかる．

もう一つ特徴的な結果としては，コミュニケーショ

ンループが「×」になっている大学は，集約タイプが

「○」（または「△｣）となっており，その中核になる

14

機能に依存しすぎる傾向がある（ビジネスプレークス

ルー大学院大学は除く）.順調に動いているときの効果

は絶大だが,規模拡大により負荷が大きくなったとき，

このタイプは,他に情報流通経路を確保できないため，

支援機能が完全に停止する可能性がある．この対策と

して，スケーラピリテイを考慮し,UeLMモデルのワ

ンストップサービス機能（ラーニングコンシェルジュ

やリエゾン）を設けることで，コミュニケーションル

ープを確保することが必要である．

このように，大学の文化や形態，学習者の身分によ

って，意職するところは異なるが，支援組織体制にお

いて必要な機能には，大きな関連性がある．

5．まとめ

第3章以降で述べてきたとおり，今回，協力大学に

対してインタビューを実施し，その結果から，リッチ

ピクチャーを作成し,UeLMモデルと比較したことで，

それぞれの運営組織体制の特徴が明らかになり，課題

も把握することができるようになった．

第3章で述ぺた分析結果については，協力大学の回

答者にヒアリングの内容をまとめて各大学の支援体制

をリッチピクチャー化したもの（特徴を明樹こしたも

の）に簡単なコメントを付けて送付し，確認してもら

った.その中で各大学が把握していた課題については，

最低限，このUeLMモデルとの比較からも明確にする

ことができた．たとえば，熊本大学の管理担当教員へ

の依存の強さ（コミュニケーションループの改善が必

要）や，早稲田大学eスクールの規模拡大（教育コー

チの数が増大）に伴う情報管理の難しさなど（ワンス

トップサービスの導入による情報の一元管理の実現）

などである．

また，「本学にとっても貴重な資料を作成いただけ

た｣という回答も得ることができたサイバー大学では，

本モデルの有効性が十分認められた．この事例分析に

おいて，学習者に対するワンストップサービスの必要

性や，コンテンツ制作と運用の接点が教科教員のみな

どを課題に挙げたが，最近発行された，サイバー大学

の報告書（サイバー大学2010)には，完全なワンスト

ップサービスの実現は，なされていないものの，学生

サポートセンタについて，「ワンストップサービスの

必要性」を明示している．また，授業実施のフェーズ

ではあるものの，小テストや課題の設置など，広い意

味でコンテンツ制作に関与するようになっており，本

モデルを使用した診断結果と一致する方向で，診断後
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の改善が行われてきたことが確認できた．

一方で，本モデルを適用することによって明らかに

なった改善点は，本モデルでなければ明らかにならな

かったことかどうかを論証するには至ってはいない．

類似のモデルを適用してその場合との差異を実験的に

明らかにする手続きを採用していないためである．し

かし’少なくとも，各大学が抱える問題点を的確に診

断し，診断を受けた側が有用であることを認職して改

善の努力がなされた事例があることは,UeLMモデル

が診断ツールとして一定の有効性を持つことを示唆し

ていると考えられる．

また’第4章で指摘したとおり,UeLMモデルと複

数の大学の分析結果を比較することで，「大学の文化

や形態｣，「学習者の身分」により，その支援組織体制

が異なっていることが分かったが，同時に，求められ

ている「機能（職能)」には大きな差がないことも分か

った．これは，調査結果から,UeLMモデルで定めて

いる職能が，支援組織体制において最低限必要な職能

を網羅していることを示している．また，組織によっ

て課題が存在する場所が異なっているのは，この機能

（職能）の配置，つまりマネジメントによるところが

大きいと考えられる．これらの点からもUeLMモデル

が有用な分析ツールであることは示唆された．

6．今後の課題

支援組織体制には，柔軟に変更しつつ，有効に機能

することが求められており,UeLMモデルのように機

能分化したモデルが必要となる．ただし,UeLMモデ

ルは，本論文で示したように，診断・分析ツールとし

て有用なモデルであることは分かったが，現状は，課

題の把握と改善点（不足機能）の明確化までである．

今後は，診断結果に各大学の特徴を加味して改善の方

向性を示唆したり，新しくeラーニングを始める段階

での指針を提案するような，いわゆる処方ツールとし

ても活用できるように,その大学の状況(規模,体力，

リソースなど）を考慮した派生モデル（たとえば，

UeLMモデル大学院版）を作っていく必要がある．
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Summary

Theorganizationalsupportsystemisnecessaryfor

instructionalactivitiesintheuseofe-Learningathigher

educationinstitutions・Itisnecessarytoconsider

structuralissuesofhighereducationinstitutionsand

problemsofe-Learningforthat・Wesuggested

"Universitye-LearningManagement(UeLM)Model"

basedonabove.Andwecompared,usingUeLMModel,

16

theorganizationalsystemof6domesticuniversitiesthat

arepositivelyusinge-Leaming・Asaresult,we

understoodthatweshouldconsider℃ultureofthe

university"and"Learner'sposition"tocomposethe

indispensableelementandtheftmctioninthe

organizationalsupportsystem.Andwewereableto

clarifythetraitandtheimprovementoftheorganizational

systemof6domesticuniversities・ThereforeUeLMModel

iseffectiveastheanalysistool.
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